
議第５７号  

　（総則）

第１条　令和５年度下呂市立金山病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 99 床

(2)

入 院 21,900 人

外 来 36,450 人

(3)

入 院 60 人

外 来 150 人

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　第 １ 款 　病 院 事 業 収 益 千円

　　　第 １ 項　 医 業 収 益 千円

　　　第 ２ 項　 医 業 外 収 益 千円

1,523,533

収　　　　　　　　　入

令和５年度 下呂市立金山病院事業会計予算

病 床 数

年 間 患 者 数

１ 日 平 均 患 者 数

1,231,374

292,159
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　　第 １ 款 　病 院 事 業 費 用 千円

　　　第 １ 項　 医 業 費 用 千円

　　　第 ２ 項　 医 業 外 費 用 千円

　　　第 ４ 項　 予 備 費 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 56,976 千円は、損益勘定留保資金 

　で補てんするものとする。）。

　　第 １ 款 　資 本 的 収 入 千円

　　　第 １ 項　 出 資 金 千円

　　　第 ２ 項　 国 県 支 出 金 千円

　　　第 ３ 項　 繰 入 金 千円

　　　第 ４ 項　 企 業 債 千円

　　第 １ 款 　資 本 的 支 出 千円

　　　第 １ 項　 建 設 改 良 費 千円

　　　第 ２ 項　 企 業 債 償 還 金 千円

　　　第 ３ 項　 投 資 千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

支　　　　　　　　　出

1,526,781

1,502,548

21,233

3,000

収　　　　　　　　　入

149,808

55,358

2,750

64,200

支　　　　　　　　　　出

206,784

27,500

95,067

110,717

1,000

起 債 の 目 的 限　度　額 起 債 の 方 法 利　　　　　率 償　　　還　　　の　　　方　　　法

　医療機器等整備事業 64,200千円
証書借入

又は
証券発行

４．０％以内    政府資金については、その融資条件により、銀
行その他の場合にはその債権者と協定するもの
による。ただし、企業財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、または繰上償還もしくは
低利に借換えすることができる。

（ただし、利率見直し方式で
借入れる資金について、利
率の見直しを行った後にお
いては、当該見直し後の利
率）
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　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

　の議決を経なければならない。

　（１）　職員給与費 千円

　（２）　交　 際　 費 千円

　（たな卸資産の購入限度額）

第８条　たな卸資産の購入限度額は、95,482千円と定める。

令和５年２月２４日提出

819,723

600

下呂市長　　　山　内　　登
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1 病 院 事 業
収　　   　益

1 医 業 収 益 1,231,374

2 外 来 収 益 492,075 年間患者数　36,450人　　１日平均患者数　150人　　診療日数　243日

2 医業外収益 292,159

1 受取利息及び配当金 1 預金利息 

5 患者外給食収益 113 夜勤職員給食料

（補助金等を財源として取得した固定資産の減価償却見合い分の補助金等の収益化）

医師住宅使用料、救命救急応援診療、ﾃﾚﾋﾞｶｰﾄﾞ利用料、駐車場利用料　他

（一般病棟）年間患者数　12,775人　　１日平均患者数　 35人

（療養病棟）年間患者数　9,125人　　１日平均患者数　 25人
625,063

237,136

26,570

負 担 金 交 付 金

8 その他医業外収益 6,488

7 長期前受金戻入

項

2 他 会 計 補 助 金

3

4

目

令和５年度  下呂市立金山病院事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　　　入
（単位：千円）

1

一般会計繰入分（研究研修費、共済組合追加費用、基礎年金拠出金、児童手当）

一般会計繰入分（企業債利子、高度医療経費、不採算地区病院経費）

款

室料差額収益、公衆衛生活動収益、医療相談収益、他会計負担金、文書料　他

入 院 収 益

その他医業収益

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考予　　定　　額

114,236

1,523,533

21,851
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1 病 院 事 業
費　　   　用

1 医 業 費 用 1,502,548

3

2 医業外費用 21,233

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

3 雑 支 出 50 公衆電話料 

4 消 費 税 5,020 消費税（仮受消費税と仮払消費税の差額）

5 雑 損 失 360 診療報酬査定減額分

長 期 前 払
消 費 税 償 却

4 予   備   費 3,000

1 予 備 費 3,000

減価償却費（建物、構築物、器械備品、車両、ソフトウェア）

棚卸資産減耗費、固定資産除却費

給料、手当、報酬、法定福利費、退職給付費、賞与引当金繰入額、法定福利費引当金繰入額

薬品費、診療材料費、給食材料費、医療消耗備品費

ﾊﾟｰﾄ医師等報償費、旅費交通費、消耗品費、消耗備品費、光熱水費、燃料費、
印刷製本費、修繕費、保険料、賃借料、通信運搬費、委託料、諸会費、交際費、
貸倒引当金繰入額、雑費　他

10,642 企業債利息、一時借入金利息

6 5,161 病院建設（平成22～24年度）に伴う長期前払消費税償却額 

86,007

1

4,7775

184,315

1,526,781

予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考款 項

349,597

医学書籍等図書費、研修旅費、研修受講料　他

資 産 減 耗 費

6 研 究 研 修 費 3,866

4 減 価 償 却 費

2 材 料 費

経 費

873,986

（単位：千円）
支　　　　　　　　　　出

1 給 与 費

目
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1 資　 本 　的
収         入

1 出 資 金 55,358

1 他 会 計 出 資 金 55,358 一般会計出資金 （企業債元金償還）

2 国県支出金 27,500

1 国 県 補 助 金 27,500 医療施設等設備整備費補助金（へき地医療拠点病院整備事業補助金）

3 繰 入 金 2,750

1 他 会 計 繰 入 金 2,750 国保調整交付金 （医療機器整備）

4 企 業 債 64,200

1 企 業 債 64,200 医療機器整備

1 資　 本 　的
支         出

1 建設改良費 95,067

有 形 固 定 資 産
購 入 費

2 企業債償還金 110,717

1 企 業 債 償 還 金 110,717 企業債元金償還

3 投 資 1,000

1 看 護 師 貸 付 金 400 看護師就職準備資金貸付金

2 薬 剤 師 貸 付 金 600 薬剤師就職準備資金貸付金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　　　入
（単位：千円）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

149,808

支　　　　　　　　　　出
（単位：千円）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

206,784

1 95,067 医療用備品等購入費
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Ⅰ
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１．特　別　職

期末手当 寒冷地 その他
（千円） 手  当 の手当

年間支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

その他の
特別職

計 5 30 30 0 30

前年度
その他の
特別職

計 5 30 30 0 30

比 較
その他の
特別職

計 0 0 0 0 0

計 合   計

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給 与 費

区 分 職員数 報  酬 給  料 調整手当 共済費 備　　　考

長　等

議　員

0 305 30

0

30

議　員

長　等

5 30 30 30

長　等

議　員

0 0 00 0
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２．一　般　職

　ア　常時勤務を要する職員（会計年度任用職員以外の一般職）

　（１）総　　括

区 分 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

82 0 303,542 239,356 542,898 99,475 7,572 649,945

89 0 320,041 255,923 575,964 105,354 7,694 689,012

-7 0 -16,499 -16,567 -33,066 -5,879 -122 -39,067

　

本 年 度

前 年 度

比 較

職 員 数
法定福利費
引　当　金
繰　入　額

備    考合　　　計法定福利費

※賞与引当金の目的使用による取崩について
　　当事業年度において、夏季分の期末手当・勤勉手当を支給するため、賞与引当金37,152千円を取り崩す。

給 与 費

時 間 外 管理職

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務 単身赴任 及 び 休 夜間勤務 特別勤務 宿 日 直 管 理 職 期末手当 勤勉手当 賞　与 初任給 児童手当

区　　分 手　　当 手　　当 日 勤 務 手　　当 手　　当 手    当 手    当 引当金 調整手当

職員手当 手    当 繰入額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

5,616 2,914 9,360 38,250 0 18,276 7,932 2,164 9,170 13,863 39,398 36,628 38,459 15,266 2,060

の 内 訳

6,348 3,068 10,381 36,388 0 17,472 7,932 2,164 9,170 13,317 43,390 37,872 39,676 26,230 2,515

-732 -154 -1,021 1,862 0 804 0 0 0 546 -3,992 -1,244 -1,217 -10,964 -455

前 年 度

比 較

本 年 度
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額
（千円） （千円）

給 料 -16,499 給与改定に伴う増減分 661 給与改定の状況（令和４年４月１日） 661 千円

-16499

実施時期

普通昇給に伴う増加分 3,087 平均昇給率 3,087 千円

その他の増減分 -20,247 その他による増減 職員数の異動状況 -7人
-20,247 千円 　派遣医師の減員 -2    

　医療職員の減員 -5    

R4.4.1

区　分 行政職
技能
労務職

医療職

平　均
昇給率

1.012 1.000 1.011

給料表
改定率

1.003 1.003 1.003

実　質
改定率

1.002 1.002 1.002

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備 考

区　分 行政職 技能労務職 医療職
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増 減 額
（千円） （千円）

職 員 -16,567 制度改正に伴う増減分 1,831 勤勉手当支給率の改正 1,831 千円

手 当 -16567

その他の増減分 -18,398 その他による増減 -18,398 千円

扶養手当 -732 千円 扶養手当
住居手当 -154 千円 住居手当
通勤手当 -1,021 千円 特殊勤務手当
特殊勤務手当 1,862 千円 時間外及び休日勤務手当
時間外及び休日勤務手当 804 千円 夜間勤務手当
管理職手当 546 千円 管理職特別勤務手当
期末手当 -3,992 千円 宿日直手当
勤勉手当 -3,075 千円 管理職手当
賞与引当金繰入額 -1,217 千円

初任給調整手当 -10,964 千円 期末手当
児童手当 -455 千円 勤勉手当

児童手当
その他

支給率 2.0001.900

区　分 R5年度R4年度

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備 考
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　（３）給料及び職員手当の状況

医 師 看 護 師 医療技 術職 行 政 職 技能労 務職

平 均 給 料 月 額 （円） 528,786 305,446 259,749 366,186 257,800

平 均 給 与 月 額 （円） 990,393 327,856 296,572 403,071 263,700

平 均 年 齢 （歳） 54.58 48.75 37.75 50.17 60.80

平 均 給 料 月 額 （円） 483,511 293,474 246,806 360,957 257,800

平 均 給 与 月 額 （円） 898,117 314,003 281,323 401,814 263,700

平 均 年 齢 （歳） 47.83 47.58 37.83 48.17 59.08

　　　　（注）平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、時間外手当、宿日直手当及び児童手当等を除いたものである。

令和５年４月１日現在

令和４年４月１日現在

区　　　　　分
医療職 一般職

　　ア．職員１人当たり給与
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　　イ．初　任　給

行政職 行政職 医療職 医療職 医療職 行政職 行政職 医療職 医療職 医療職

（一） （二） （一） （二） （三） （一） （二） （一） （二） （三）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

337,300 213,600 337,300 213,600

医　師 薬剤師 医　師 薬剤師

185,200 191,500 216,000 185,200 191,500 216,000

薬剤師 保健師 薬剤師 保健師

181,100 204,900 181,100 204,900

技　師 保健師・看護師 技　師 保健師・看護師

令和５年４月１日現在 167,100 170,500 197,000 167,100 170,500 197,000

栄養士 看護師 栄養士 看護師

154,600 151,900 181,300 154,600 151,900 181,300

准看護師 准看護師

143,800 169,900 143,800 169,900

准看護師 准看護師

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

334,100 210,500 334,100 210,500

医　師 薬剤師 医　師 薬剤師

182,200 188,400 212,600 182,200 188,400 212,600

薬剤師 保健師 薬剤師 保健師

177,400 200,700 177,400 200,700

技　師 保健師・看護師 技　師 保健師・看護師

令和４年４月１日現在 163,100 166,400 192,400 163,100 166,400 192,400

栄養士 看護師 栄養士 看護師

150,600 147,900 176,700 150,600 147,900 176,700

准看護師 准看護師

139,900 165,300 139,900 165,300

准看護師 准看護師

国 の 制 度

区 分

６ 年

大 学 卒

４ 年

３ 年

短 大 卒

２ 年

高 校 卒

中 学 卒

高 校 卒

中 学 卒

６ 年

大 学 卒

４ 年

３ 年

短 大 卒

２ 年
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　　ウ．級別職員数

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

１級 2 2.7 １級 １級

２級 45 60.8 ２級 ２級 1 100.0

３級 12 16.2 ３級 ３級

令和５年４月１日現在 ４級 12 16.2 ４級 4 57.1 ４級

５級 3 4.1 ５級 1 14.3 ５級

６級 1 14.3

７級 1 14.3

計 74 100.0 計 7 100.0 計 1 100.0

１級 8 9.9 １級 １級

２級 47 58.0 ２級 ２級 1 100.0

３級 14 17.3 ３級 ３級

令和４年４月１日現在 ４級 10 12.3 ４級 4 57.1 ４級

５級 2 2.5 ５級 1 14.3 ５級

６級 1 14.3

７級 1 14.3

計 81 100.0 計 7 100.0 計 1 100.0

区 分
医　　　療　　　職　 行　　政　　職 技　能　労　務　職　
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　（級 別 基 準 職 務 表）

区　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級

医療職（一） 技師の職務 医長の職務 部長の職務

医療職（二）

医療職（三）

行 政 職

技 能 労 務 職 （一般会計に同じ）

技術又は経験を
必要とする業務
を行う職務

高度の知識経験
を必要とする業
務を行う職務

特に高度の知識
経験を必要とす
る業務を行う職
務

(1)著しく高度の
知識経験を必要
とする業務を行
う職務
(2)看護師長の職
務

看護部長又は総
看護師長の職務

（一般会計に同じ）

医療機関の副院
長(副所長を含
む。)の職務

医療機関の長の
職務

技術又は経験を
必要とする業務
を行う職務

高度の知識経験
を必要とする業
務を行う職務

特に高度の知識
経験を必要とす
る業務を行う職
務

著しく高度の知
識経験を必要と
する業務を行う
職務

(1)薬局の長の職
務
(2)技師長の職務
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　　エ．昇給期間短縮

医療職 行政職（一） 行政職（二）

82 74 7 1

３月（人）

６月（人）

９月（人）

１２月（人）

89 81 7 1

３月（人）

６月（人）

９月（人）

１２月（人）

区分 合　計
代表的な職種

本
　
年
　
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人）

昇給期間短縮に係る職員数
　　　　　　　　　　（Ｂ）（人）

昇給期間の短縮
月数別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

特別昇給に係る職員数　（人）

前
　
年
　
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人）

昇給期間短縮に係る職員数
　　　　　　　　　　（Ｂ）（人）

昇給期間の短縮
月数別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

特別昇給に係る職員数　（人）
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　　オ．期末手当・勤勉手当

本 年 度 2.200 2.200 4.400 有

前 年 度 2.150 2.150 4.300 有

国 の 制 度 2.200 2.200 4.400 有

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階・

職務の級等によ
る 加 算 措 置

備 考
６ 月（ 月 分 ） １２ 月（ 月 分 ） （ 月 分 ）

　カ．定年退職に係る退職手当

そ の 他 の

加 算 措 置 等

国 の 制 度

（支給率等）

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

備 考
（ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900 なし

24.586875 33.27075 47.70900 47.70900 なし
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　　キ．特殊勤務手当

行 政 職 技 能 労 務 職 医 療 職

給料総額に対する比率（％） 12.6% 1.4 1.4 14.0

支給対象職員の比率（％）
（令和５年４月１日現在） 96.3 100.0 100.0 95.9

代表的な特殊勤務手当の名称

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

医師手当、衛生業務手当、放射線照射介護手当、患者待機手当、死体取扱手当、
夜間看護手当、病院看護手当、麻酔手当

　　ク．その他の手当

区 分 国の制度との異同

扶 養 手 当 同　　　じ

初任給調整手当 同　　　じ

住 居 手 当 同　　　じ

通 勤 手 当 一部異なる 　自動車等を使用することを常例とする職員の通勤距離及び支給額

差 異 の 内 容
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　イ　会計年度任用職員

（１）総　　括

区 分 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(30)

28 66,833 58,575 20,628 146,036 23,153 559 169,748

(26)

26 63,038 55,647 18,884 137,569 20,195 672 158,436

(4)

2 3,795 2,928 1,744 8,467 2,958 -113 11,312

　備考　　（　）内はパートタイムの会計年度任用職員について外書き。

法定福利費
引当金
繰入額

職 員 数
給 与 費

法定福利費 合　　　計 備 考

本 年 度

前 年 度

比 較

時 間 外

通勤手当 特殊勤務 及 び 休 夜間勤務 宿 日 直 期末手当 賞与

区　　分 手　　当 日 勤 務 手　　当 手    当 引当金

職員手当 手    当 繰入額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,932 3,199 600 1,020 89 9,250 4,538

の 内 訳

1,754 2,282 720 840 89 8,836 4,363

178 917 -120 180 0 414 175

本 年 度

前 年 度

比 較
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額
（千円） （千円）

報 酬 3,795 その他の増減分 3,795 会計年度任用職員の雇用に伴う増減 8,178 千円 職員の雇用状況 4人
3795 　ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ雇用者数 4     

その他による増減 -4,383 千円

給 料 2,928 その他の増減分 2,928 会計年度任用職員の雇用に伴う増減 4,585 千円 職員の雇用状況 2人
2928 　ﾌﾙﾀｲﾑ雇用者数 2     

その他による増減 -1,657 千円

職 員 1,744 その他の増減分 1,744 会計年度任用職員の雇用に伴う増減 1,526 千円

手 当 1744 252 千円

特殊勤務手当 120 千円

期末手当 1,154 千円

その他による増減 218 千円

通勤手当 -74 千円

特殊勤務手当 797 千円

時間外及び休日勤務手当-120 千円

夜間勤務手当 180 千円

期末手当 -740 千円

賞与引当金繰入額 175 千円

通勤手当

備 考区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明
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 Ⅰ
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脱

退
時
の

清
算

金
等
を

含
む

）
を

す
べ

て
一

般
会
計

が
負

担
す

る
こ

と
と

し
て

い
る
た

め
、

退
職

給
付

引
当

金
は
計

上
し

て
い

な
い

。
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ハ
. 賞

与
引

当
金

 

職
員

の
期

末
手

当
・
勤
勉

手
当
の

支
給

に
備
え

る
た

め
、
当
事

業
年

度
末
に

お
け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ
き

、
当

事
業

年
度

の
負

担
に
属

す
る

額
を

計
上

し
て

い
る
。

 

 

ニ
.  法

定
福

利
費

引
当

金
 

職
員

の
期

末
手

当
・
勤
勉

手
当
に

か
か

る
法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る
た

め
、
当

事
業

年
度

末
に

お
け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ

き
、
当

事
業
年

度
の
負

担
に

属
す
る

額
を

計
上

し
て

い
る

。
 

（
４

）
消

費
税
等

の
会

計
処

理
 

 
消

費
税

及
び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は
税

抜
処

理
と

し
て

い
る

。
な
お

、
控

除
対

象
外

消
費

税
等

に
つ

い
て
は
、
当

事
業

年
度

の
費

用
と
し

て
処

理
し

て
い

る
。
た
だ

し
、
固
定

資
産
に

係
る

控
除

対
象

外
消
費

税
等

に
つ

い
て

は
、

長
期
前

払
消

費
税

勘
定

に
計

上
し
、
2
0
年
間

で
均
等

償

却
を

行
っ

て
い
る

。
 

 

Ⅱ
.
予

定
貸
借

対
照

表
等
に

関
す
る

注
記

 

（
１

）
 企

業
債
の

償
還
に

係
る

他
会

計
の

負
担

 

 
貸

借
対

照
表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企

業
債
（
１

年
内
に

償
還

予
定
の

も
の

も
含

む
）
の
う
ち
、

他
会

計
が

負
担
す

る
と

見
込

ま
れ

る
額

は
、
5
9
7
,
0
0
8
千

円
で

あ
る

。
 

 

Ⅲ
.
セ

グ
メ
ン

ト
情

報
に
関

す
る
注

記
 

（
１

）
 報

告
セ
グ

メ
ン
ト

の
概

要
 

病
院

事
業

の
み

を
運
営

し
て

お
り

、
報

告
セ

グ
メ
ン

ト
が

１
つ
の
た

め
、
記

載
を

省
略

し
て

い

る
。

 

 

Ⅳ
.
そ

の
他
の

注
記

 

（
１

）
賞

与
引
当

金
お

よ
び

法
定

福
利

費
引

当
金
の
目

的
使
用

に
よ

る
取
崩

に
つ

い
て

 

当
年

度
に

お
い
て

、
夏

季
分

の
期

末
手

当
及
び

勤
勉

手
当

と
し

て
6
4
,
4
9
5
千

円
を
支

給
す
る

た
め

、
賞
与

引
当

金
4
4
,
0
3
9
千
円

を
取

り
崩
す

。
ま
た

、
夏
季

分
の

期
末
手

当
及

び
勤

勉
手

当
の

支
給

に
伴

う
法
定

福
利

費
1
2
,
1
9
6
千

円
を
支
給

す
る
た

め
、
法

定
福

利
費

引
当
金

8
,
3
6
6
千
円

を

取
り

崩
す

。
 

 

- 312 -



(
単
位
：
千
円

)

１

5
5
4
,
9
4
6

4
3
4
,
3
6
3

1
0
4
,
3
3
8

1
,
0
9
3
,
6
4
7

２

9
0
2
,
5
2
0

1
8
4
,
9
0
4

3
2
4
,
5
6
2

8
6
,
9
9
4

1
,
6
9
3

3
,
5
1
7

1
,
5
0
4
,
1
9
0

4
1
0
,
5
4
3

３

1

2
6
,
3
4
0

3
4
5
,
8
9
3

1
0
3

2
1
,
5
5
8

7
,
0
6
2

4
0
0
,
9
5
7

４

1
1
,
7
5
2

4
6
,
0
9
5

3
6
0

5
,
1
6
1

6
3
,
3
6
8

3
3
7
,
5
8
9

　
経

   常
   損

   失
7
2
,
9
5
4

　
当

 年
 度

 純
 損

 失
 

7
2
,
9
5
4

　
前

 年
 度

 繰
 越

 欠
 損

 金
1
,
7
2
6
,
3
2
3

　
当

 年
 度

 未
 処

 理
 欠

 損
 金

1
,
7
9
9
,
2
7
7

 

(
4
)
長

期
前

払
消

費
税

償
却

(
1
)
支
払
利
息
及
び

企
業
債
取
扱
諸
費

(
2
)
雑

支
出

(
3
)
雑

損
失

(
5
)
長
期
前
受
金
戻
入

(
6
)
そ
の
他
医
業
外
収
益

医
業
外
費
用

(
2
)
他
会
計
補
助
金

(
3
)
負
担
金
交
付
金

(
4
)
患
者
外
給
食
収
益

(
6
)
研
究
研
修
費

医
業

損
失

医
業
外
収
益

(
1
)
受
取
利
息
及
び
配
当
金

(
3
)
経

費

(
4
)
減
価
償
却
費

(
5
)
資
産
減
耗
費

(
3
)
そ
の
他
医
業
収
益

医
業

費
用

(
1
)
給

与
費

(
2
)
材

料
費

　
　
　
　
　
　
令
和
４
年
度
　
下
呂
市
金
山
病
院
事
業
予
定
損
益
計
算
書

(
令

和
４
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
５
年
３
月

3
1
日

)

医
業

収
益

(
1
)
入

院
収

益

(
2
)
外

来
収

益
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       （
単
位
：
千
円
）

１
固

  定
  資

  産

(
1
)
有
形
固
定
資
産

イ
土

地
2
6
,
3
6
6

ロ
建

物
2
,
0
5
7
,
3
2
0

減
価
償
却
累
計
額

△
 
5
3
8
,
4
8
5

1
,
5
1
8
,
8
3
5

ハ
構

築
物

2
,
6
8
6

減
価
償
却
累
計
額

△
 
2
,
4
2
9

2
5
7

ニ
器
械
備
品

8
6
8
,
5
9
9

減
価
償
却
累
計
額

△
 
6
9
4
,
7
5
6

1
7
3
,
8
4
3

ホ
車

両
7
,
0
3
1

減
価
償
却
累
計
額

△
 
6
,
3
5
3

6
7
8

有
形
固
定
資
産
合
計

1
,
7
1
9
,
9
7
9

(
2
)
無
形
固
定
資
産

イ
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

1
6
,
7
0
8

無
形
固
定
資
産
合
計

1
6
,
7
0
8

(
3
)
投
資
そ
の
他
の
資
産

イ
長
期
貸
付
金

1
,
6
0
0

貸
倒
引
当
金

△
 
1
,
6
0
0

0

ロ
長
期
前
払
消
費
税

5
1
,
6
1
4

ハ
破
産
更
生
債
権
等

5
1
3

貸
倒
引
当
金

△
 
5
1
3

0

ニ
そ
の
他
預
託
金

5
2

投
資
そ
の
他
の
資
産
合
計

5
1
,
6
6
6

固
 定

 資
 産

 合
 計

1
,
7
8
8
,
3
5
3

２
流

  動
  資

  産

(
1
)
現

  金
  預

  金
1
0
,
0
0
0

(
2
)
未

    収
    金

1
5
0
,
1
9
1

貸
 倒

 引
 当

 金
△

 
2
9
8

1
4
9
,
8
9
3

(
3
)
貯

    蔵
    品

5
,
8
1
8

(
4
)

そ
の

他
流

動
資

産
5
,
0
0
0

流
 動

 資
 産

 合
 計

1
7
0
,
7
1
1

資
   産

   合
   計

1
,
9
5
9
,
0
6
4

令
和

4
年

度
   下

呂
市

立
金

山
病

院
事

業
予

定
貸

借
対

照
表

（
令

和
5
年

３
月

３
１

日
）

資
    産

    の
    部

- 314 -



３
固

  定
  負

  債

(
1
)
企

    業
    債

イ
建
設
改
良
費
等
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
企
業
債

1
,
1
2
1
,
7
2
1

　

ロ
そ
の
他
の
企
業
債

1
9
5
,
0
8
3

企
業
債
合
計

1
,
3
1
6
,
8
0
4

固
 定

 負
 債

 合
 計

1
,
3
1
6
,
8
0
4

４
流

  動
  負

  債

(
1
)
企
　
　
業
　
　
債

イ
建
設
改
良
費
等
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
企
業
債

1
1
4
,
6
9
6

　

ロ
そ
の
他
の
企
業
債

4
,
1
1
7

企
業
債
合
計

1
1
8
,
8
1
3

(
2
)
未

    払
    金

8
6
,
1
3
3

(
3
)
未

 払
 消

 費
 税

1
,
2
5
2

(
4
)
預

    り
    金

6
,
5
9
8

(
5
)
引
　
　
当
　
　
金

イ
賞
与
引
当
金

4
5
,
5
8
3

ロ
法
定
福
利
費
引
当
金

8
,
2
7
6

引
当
金
合
計

5
3
,
8
5
9

(
6
)

そ
の

他
流

動
負

債
5
,
0
0
0

流
 動

 負
 債

 合
 計

2
7
1
,
6
5
5

５
繰
　
延
　
収
　
益

長
期
前
受
金

6
9
2
,
9
7
8

収
益
化
累
計
額

△
 
1
9
5
,
7
1
4

繰
延
収
益
合
計

4
9
7
,
2
6
4

負
   債

   合
   計

2
,
0
8
5
,
7
2
3

６
資

    本
    金

1
,
6
2
9
,
0
3
2

７
剰

    余
    金

(
1
)
資

 本
 剰

 余
 金

イ
2
6
,
3
6
6

2
6
,
3
6
6

利
 益

 剰
 余

 金

イ
減
債
積
立
金

1
7
,
2
2
0

ロ
当
年
度
未
処
理
欠
損
金

1
,
7
9
9
,
2
7
7

利
 益

 剰
 余

 金
 合

 計
△
 
1
,
7
8
2
,
0
5
7

剰
  余

  金
   合

   計
△

 
1
,
7
5
5
,
6
9
1

資
    本

    合
    計

△
 
1
2
6
,
6
5
9

負
 債

  資
 本

  合
  計

1
,
9
5
9
,
0
6
4

資
本
剰
余
金
合
計

(
2
)

負
    債

    の
    部

資
    本

    の
    部

受
贈
財
産
評
価
額
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令
和

４
年
度

 
注
記
 

 Ⅰ
.
重

要
な
会

計
方

針
に
係

る
事
項

に
関

す
る
注

記
 

（
１

）
た

な
卸
資

産
の

評
価

基
準

及
び

評
価

方
法
 

貯
蔵

品
 

最
終
仕
入

原
価

法
に

よ
る
原

価
法
（

貸
借

対
照

表
額

は
収

益
性
の

低
下

に
基

づ
く

簿
価

 
 
 

 

切
下

げ
の

方
法
に

よ
り

算
定

）
に

よ
る

。
 

（
２

）
固

定
資
産

の
減

価
償

却
の

方
法

 

イ
. 有

形
固

定
資

産
（

リ
ー

ス
資

産
を

除
く

）
 

定
額

法
を

採
用

し
て
い

る
。

 

な
お

、
主

な
資

産
の
耐

用
年

数
は

以
下

の
と
お

り
で

あ
る

。
 

建
物

 
 

 
 
１

５
年

～
４

７
年

 

構
築

物
 

 
 
１

５
年

～
２

０
年

 

器
械

備
品

 
 
 

３
年

～
１

５
年

 

車
両

 
 

 
 
 

５
年

～
 

６
年

 

ロ
. 無

形
固

定
資

産
（

リ
ー

ス
資

産
を

除
く

）
 

定
額

法
を

採
用

し
て
い

る
。

 

ハ
.
リ

ー
ス
資

産
 

・
所

有
権

移
転
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・

リ
ー

ス
取
引

に
係

る
リ

ー
ス

資
産

 

 
自

己
所

有
の
固

定
資

産
に

適
用

す
る

減
価
償

却
方

法
と

同
一

の
方

法
を

採
用

し
て

い
る

。
 

（
３

）
引

当
金
の

計
上

方
法

 

イ
.  貸

倒
引

当
金

 

債
権

の
貸

倒
に

よ
る
損

失
に

備
え

る
た

め
、
一

般
債

権
に

つ
い

て
は

貸
倒
実

績
率
に

よ
り
、

貸
倒

懸
念

債
権
等

特
定

の
債

権
に

つ
い

て
は
、
個

別
に

回
収
可

能
性

を
勘
案

し
、
回

収
不
能

見
込

額
を

計
上
し

て
い

る
。

 

ロ
.  退

職
給

付
引

当
金

 

職
員

の
退

職
手

当
は
、
「
職

員
の

退
職

手
当
に

係
る

取
扱

い
に

関
す

る
覚
書

」
に

基
づ
き
、

毎
事

業
年

度
支
払

う
一

定
の

負
担

金
（

一
般
負

担
金

）
の
み

を
公

営
企

業
が
負

担
し

て
お

り
、

積
立

金
の

不
足
等

に
応

じ
て

発
生

す
る

追
加
的

な
費

用
負

担
（

収
支
差

額
の

調
整
の

た
め
に

支
払

う
負

担
金
、
組

合
脱

退
時
の

清
算

金
等
を

含
む

）
を

す
べ

て
一

般
会
計

が
負

担
す

る
こ

と
と

し
て

い
る
た

め
、

退
職

給
付

引
当

金
は
計

上
し

て
い

な
い

。
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ハ
. 賞

与
引

当
金

 

職
員

の
期

末
手

当
・
勤
勉

手
当
の

支
給

に
備
え

る
た

め
、
当
事

業
年

度
末
に

お
け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ
き

、
当

事
業

年
度

の
負

担
に
属

す
る

額
を

計
上

し
て

い
る
。

 

 

ニ
.  法

定
福

利
費

引
当

金
 

職
員

の
期

末
手

当
・
勤
勉

手
当
に

か
か

る
法
定

福
利

費
の

支
出

に
備

え
る
た

め
、
当

事
業

年
度

末
に

お
け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ

き
、
当

事
業
年

度
の
負

担
に

属
す
る

額
を

計
上

し
て

い
る

。
 

（
４

）
消

費
税
等

の
会

計
処

理
 

 
消

費
税

及
び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は
税

抜
処

理
と

し
て

い
る

。
な
お

、
控

除
対

象
外

消
費

税
等

に
つ

い
て
は
、
当

事
業

年
度

の
費

用
と
し

て
処

理
し

て
い

る
。
た
だ

し
、
固
定

資
産
に

係
る

控
除

対
象

外
消
費

税
等

に
つ

い
て

は
、

長
期
前

払
消

費
税

勘
定

に
計

上
し
、
2
0
年
間

で
均
等

償

却
を

行
っ

て
い
る

。
 

 

Ⅱ
.
予

定
貸
借

対
照

表
等
に

関
す
る

注
記

 

（
１

）
 企

業
債
の

償
還
に

係
る

他
会

計
の

負
担

 

 
貸

借
対

照
表
に

計
上

さ
れ

て
い

る
企

業
債
（
１

年
内
に

償
還

予
定
の

も
の

も
含

む
）
の
う
ち
、

他
会

計
が

負
担
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収　　入

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

１．病院事業収益 1,523,533 1,534,031 △ 10,498

(7,685) (7,521) (164)

１．医業収益 1,231,374 1,184,530 46,844

(7,086) (6,805) (281)

１．入院収益 625,063 617,763 7,300 入院収益 625,063 【一般病棟】 12,775人＊32,500円＝ 415,188

(0) (0) (0) 　　年間延患者数： 35人/日＊365日＝12,775人

　　１日1人あたり収益　32,500円

【療養病棟】 9,125人＊23,000円＝ 209,875

　　年間延患者数: 25人/日＊365日＝9,125人

　　１日1人あたり収益　23,000円

２．外来収益 492,075 455,625 36,450 外来収益 492,075 【外来】 36,450人＊13,500円＝ 492,075

(0) (0) (0) 　　年間延患者数： 150人/日＊243日＝36,450人

　　１日1人あたり収益　13,500円

３．その他医業収益 114,236 111,142 3,094 室料差額収益 18,898 室料差額 18,898

(7,086) (6,805) (281) 　 　　13,200円（1室）＊90人＝1,188千円

　　5,500円（11室）＊2,700人＝14,850千円

　　4,400円（9室）＊650人＝2,860千円

令和5年度　下呂市立金山病院事業予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記
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収　　入

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

公衆衛生活動収益 19,798 受託診療等 （産業医〉 660

　 小・中学校　学校医 797

園児健診 95

乳幼児健診 270

特養ホーム嘱託医 2,508

予防接種　等 15,468

医療相談収益 28,246 人間ドック Aﾄﾞｯｸ30人、脳ﾄﾞｯｸ25人 1,896

　 事業所健康診査　　950人 21,850

特定健康診査等　　600人 4,500

他会計負担金 36,294 救急医療確保経費（一般会計負担金） 36,294

その他医業収益 11,000 文書料、材料費、自動車使用料、入院雑費ほか

　 11,000

２．医業外収益 292,159 349,501 △ 57,342

(599) (716) (△ 117)

１．受取利息及び配当金 1 1 0 預金利息 1 定期預金・普通預金利息 1

(0) (0) (0)

２．他会計補助金 26,570 26,340 230 他会計補助金 26,570 一般会計補助金 26,570

(0) (0) (0) 　研究研修費、追加費用、拠出金、児童手当

４．負担金交付金 237,136 293,721 △ 56,585 負担金交付金 237,136 一般会計補助金 237,136

(0) (0) (0) 　企業債利子、高度医療経費、不採算地区経費

５．患者外給食収入 113 113 0 患者外給食 113 患者外給食 113

(10) (10) (0) 　
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収　　入

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

７．長期前受金戻入 21,851 21,558 293 国庫補助金 1,600 資本剰余金　国庫補助金（みなし）分 1,600

(0) (0) (0) 県補助金 19,963 資本剰余金　県補助金（みなし）分 19,963

寄付金 288 資本剰余金　寄付金（みなし）分 288

８．その他医業外収益 6,488 7,768 △ 1,280 その他医業外収益 6,488 医師住宅使用料・共益費 823

(589) (706) (△ 117) 　 テレビカード利用料 720

救命救急応援診療（総合医療ｾﾝﾀｰ） 2,400

駐車場使用料（職員他） 906

その他 1,639

（　　　）内は仮受消費税
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支　　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

１．病院事業費用 1,526,781 1,537,145 △ 10,364

(45,915) (44,321) (1,594)

１．医業費用 1,502,548 1,508,487 △ 5,939

(45,637) (44,043) (1,594)

１．給与費 873,986 903,623 △ 29,637 給　料 362,117 医師（7人） 44,418

(1,027) (1,103) (△ 76) 看護師（41人） 148,410

医療技術員（26人） 76,860

事務員（7人） 30,760

労務員（1人） 職員計82人 3,094

会計年度任用職員（フル28人） 58,575

手　当 216,987 扶養手当 5,616

　 住居手当 2,914

通勤手当 9,360

特殊勤務手当 38,250

時間外勤務手当 18,276

夜間勤務手当 7,932

管理職特別勤務手当 2,164

宿日直手当 9,170

管理職手当 13,863

期末手当 39,398

勤勉手当 36,628

初任給調整手当 15,266

児童手当 2,060

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記
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支　　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

会計年度任用職員（フル）通勤手当 1,932

　　　　　〃　　　 その他手当 9,429

会計年度任用職員（パート）期末手当 4,729

報　酬 66,863 会計年度任用職員（パート30人） 64,387

　　　　　〃　　　 手当 2,446

経営強化プラン策定及び評価委員会報酬（5人）30

 法定福利費 122,628 共済組合負担金 98,797

公務災害補償基金負担金 678

共済組合負担金(会計年度) 17,495

健康保険・厚生年金負担金等（会計年度） 5,658

退職給付費 54,263 退職手当組合負担金 45,616

退職手当組合負担金（会計年度） 8,647

賞与引当金繰入額 42,997 ６月賞与分引当金（12月～３月分） 38,459

６月賞与分引当金（12月～３月分）（会計年度） 4,538

法定福利費引当金繰入額 8,131 ６月共済負担金分（12月～３月分） 7,572

６月共済負担金分（12月～３月分）（会計年度） 559

２．材料費 184,315 203,394 △ 19,079 薬品費 95,482 注射薬品 58,244

(16,756) (18,490) (△ 1,734) 　 調剤薬品 20,051

その他薬品 17,187

診療材料費 83,841 診療材料費 83,841

給食材料費 3,492 給食材料費 3,492

医療消耗備品費 1,500 医療消耗備品費 1,500
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支　　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

３．経　費 349,597 308,915 40,682 厚生福利費 50 厚生福利費 50

(27,503) (24,098) (3,405) 報償費 42,482 パート医師報償費等 42,482

旅費交通費 4,387 職員出張旅費 51

委員、パート医師交通費 2,520

会計年度任用職員（パート）費用弁償 1,816

職員被服費 100 医師・看護師・技術員等被服費 100

消耗品費 4,816 一般事務用 660

医療事務用 1,500

医療業務用 1,200

施設設備用 990

給食用 220

その他消耗品 246

消耗備品費 1,949 消耗備品 1,949

光熱水費 58,548 電気料 55,368

上下水道料 3,180

燃料費 955 ガソリン・ガス他 955

食糧費 8 食糧費 8

印刷製本費 333 一般事務用 33

医事用 300

修繕費 7,000 施設用 2,000

設備用 2,500

自動車用 500

医療機器用 2,000
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支　　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

保険料 3,075 病院賠償責任保険料　他 2,733

建物災害共済掛金 135

自動車保険料 207

賃借料 36,997 土地借上料　他 1,623

医療機器賃借料 17,950

寝具等借上料 4,402

サージカルリネン借上料 476

室内装飾品借上料 2,233

玄関マット等借上料 429

事務機器等賃借料 9,844

その他賃借料 40

通信運搬費 2,099 郵便料・電話料他 2,099

委託料 177,120 臨床検査等委託料 15,458

ホルター心電計再生業務 660

歯科技工料 5,280

医療安全測定・管理等 2,097

給食業務 35,060

日直・夜間当直業務 9,845

日常清掃業務 11,678

感染性医療廃棄物処理 4,990

環境衛生管理等業務 1,508

医師派遣委託 1,506

医療機器等保守業務 20,742

設備等保守業務 12,666
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支　　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

医療事務業務 32,634

システム保守業務 17,418

その他委託料 5,578

諸会費 2,818 加入団体会費 2,475

会議等参加費 123

救急医療支援情報流通ｼｽﾃﾑ負担金 220

交際費 600 交際費 600

貸倒引当金繰入額 800 貸倒引当金繰入額 800

看護師貸付金分（１名） 200

薬剤師貸付金分（１名） 600

雑　費 5,460 雑　費 5,460

４．減価償却費 86,007 86,994 △ 987 建物減価償却費 46,717 建物・附属設備分 46,717

(0) (0) (0) 構築物減価償却費 36 構築物分 36

器械・備品減価償却費 30,486 器械・備品分 30,486

車両減価償却費 324 車両分 324

ｿﾌﾄｳｪｱ減価償却費 8,444 ソフトウェア分 8,444

５．資産減耗費 4,777 1,693 3,084 たな卸資産減耗費 400 たな卸資産減耗費 400

(0) (0) (0) 固定資産除却費 4,377 固定資産除却費 4,377

６．研究研修費 3,866 3,868 △ 2 研究材料費 30 研究材料費 30

(351) (352) (△1) 謝　金 60 研修会講師謝礼 60

図書費 1,044 臨床雑誌、医学参考図書等 1,044

旅　費 1,557 医師・医療スタッフ等研修旅費 1,557

研究雑費 1,175 学会参加費、研修負担金等 1,175
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支　　出 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

２．医業外費用 21,233 25,658 △ 4,425

(5) (5) (0)

１．支払利息及び 10,642 14,823 △ 4,181 企業債利息 10,477 企業債利息 10,477

　　企業債取扱諸費 (0) (0) (0) 一時借入金利息 165 一時借入金利息 165

３．雑支出 50 50 0 その他雑支出 50 公衆電話料 50

(5) (5) (0)

４．消費税 5,020 5,264 △ 244 消費税 5,020 消費税 5,020

(0) (0) (0)

５．雑損失 360 360 0 その他雑損失 360 診療報酬査定減 360

(0) (0) (0)

６．長期前払消費税償却 5,161 5,161 0 長期前払消費税 5,161 長期前払消費税 5,161

(0) (0) (0)

４．予備費 3,000 3,000 0

(273) (273) (0)

１．予備費 3,000 3,000 0 予備費 3,000 予備費 3,000

(273) (273) (0)

（　　　）内は仮払消費税
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収　　入 （単位：千円）

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

１．資本的収入 149,808 76,942 72,866

(0) (0) (0)

１．出資金 55,358 51,192 4,166

(0) (0) (0)

１．他会計出資金 55,358 51,192 4,166 一般会計出資金 55,358 企業債償還金分 55,358

　 (0) (0) (0)

２．国県支出金 27,500 0 27,500

(0) (0) (0)

１．国県補助金 27,500 0 27,500 国庫補助金 27,500 27,500

(0) (0) (0)  

３．繰入金 2,750 2,750 0

(0) (0) (0)

１．他会計繰入金 2,750 2,750 0 国保会計繰入金 2,750 国保調整交付金（医療機器整備事業） 2,750

(0) (0) (0)

４．企業債 64,200 23,000 41,200

(0) (0) (0)

１．企業債 64,200 23,000 41,200 企業債 64,200 病院事業債　　　（医療機器整備事業） 32,100

(0) (0) (0) 過疎対策事業債（医療機器整備事業） 32,100

資本的収入及び支出

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記

医療施設等設備整備費補助金（へき
地医療拠点病院整備事業補助金）

（　　　）内は仮受消費税
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支　　出

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 節 金　　額

１．資本的支出 206,784 135,377 71,407

(8,642) (2,926) (5,716)

１．建設改良費 95,067 32,192 62,875

(8,642) (2,926) (5,716)

１．有形固定資産 95,067 27,998 67,069 備品購入費 95,067 全身用X線CT装置 54,450

　　購入費 (8,642) (2,545) (6,097) 検査情報管理システム 12,980

超音波診断装置 8,580

画像処理ユニット 1,540

血中アンモニア測定装置 286

歯科用ユニット 4,031

内視鏡光源システム 13,200

　

３．施設整備費 0 4,194 △ 4,194 工事請負費 0

(0) (381) (△ 381)

２．企業債償還金 110,717 102,385 8,332

(0) (0) (0)

１．企業債償還金 110,717 102,385 8,332 企業債償還金 110,717 企業債元金償還 110,717

(0) (0) (0)

（単位：千円）

款 項 目 増　　減
勘　　定　　科　　目　　説　　明

附　　　　　　　　記
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３．投　資 1,000 800 200

(0) (0) (0)

１．看護師貸付金 400 200 200 看護師貸付金 400 看護職員就職準備資金（2名） 400

(0) (0) (0)

２．薬剤師貸付金 600 600 0 薬剤師貸付金 600 薬剤師就職準備資金（１名） 600

　 (0) (0) (0) 　 　 　 　

（　　　）内は仮払消費税
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107584
令和５年度

117,945 ～ 117,945 0 0 117,945
令和７年度

26740

補 助 金 地 方 債 医業収益

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

（単位：千円）

限 度 額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左　　の　　財　　源　　内　　訳

給食業務委託料 (4)

事　　　　　　項

金　　額 期 間

義務発生（見込）額 義務発生予定額

期 間 金　　額
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（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中
起 債 見 込 額 元金償還見込額

1,515,630 1,435,616 64,200 110,717 1,389,099 10,477

現在高見込額 現在高見込額 当該年度利子見込額

病 院 事 業 債

地方債の前々年度末現在高並びに前年度末及び当該年度末現在高見込調

区　　　　　　分
前 々 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 中 増 減 見 込 当 該 年 度 末 （参  　  考）

現 在 高
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